
令令和和６６年年度度 新新発発田田市市下下水水道道事事業業会会計計予予算算





議第１４１号

令和６年度新発田市下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和６年度新発田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 接 続 人 口 人

⑵ 年 間 有 収 水 量 ㎥

⑶ 一日平均有収水量 ㎥

⑷ 主要な建設改良事業 公共下水道事業 千円

特定環境保全公共下水道事業 千円

農業集落排水施設事業 千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 下水道事業収益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第３項 特 別 利 益 千円

支 出

第１款 下水道事業費用 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 特 別 損 失 千円

第４項 予 備 費 千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 千円、過

年度分損益勘定留保資金 千円、当年度分損益勘定留保資金 千円、減債積立金

千円で補塡するものとする｡）｡

収 入

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 他 会 計 補 助 金 千円

第３項 国 庫 補 助 金 千円

第４項 県 補 助 金 千円

第５項 分担金及び負担金 千円

第６項 返 済 金 千円
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支 出

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 千円

第３項 貸 付 金 千円

第４項 予 備 費 千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

下 水 道 事 業

農業集落排水事業

資本費平準化債

計

千円

証書借入

又は

証券発行

以 内

ただし、利率見直

し方式で借り入

れる政府資金な

どで、利率見直し

を行った後につ

いては、当該見直

し後の利率とす

る。

政府資金又は県貸付

金についてはその融資

条件により、銀行その

他の場合はその債権者

と協定する。

ただし、財政等の都

合により据置期間及び

償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還又は低

利債に借換えすること

ができる。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費の各項間の流

用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴ 職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴ 児童手当に要する経費 千円

⑵ 下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費 千円

⑶ 高資本費対策に要する経費 千円

⑷ 分流式下水道等に要する経費 千円

⑸ 流域下水道建設に要する経費 千円

⑹ 広域化・共同化の推進に要する経費 千円

⑺ 緊急下水道整備特定事業等の経費 千円
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支 出

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 千円

第３項 貸 付 金 千円

第４項 予 備 費 千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

下 水 道 事 業

農業集落排水事業

資本費平準化債

計

千円

証書借入

又は

証券発行

以 内

ただし、利率見直

し方式で借り入

れる政府資金な

どで、利率見直し

を行った後につ

いては、当該見直

し後の利率とす

る。

政府資金又は県貸付

金についてはその融資

条件により、銀行その

他の場合はその債権者

と協定する。

ただし、財政等の都

合により据置期間及び

償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還又は低

利債に借換えすること

ができる。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費の各項間の流

用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴ 職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴ 児童手当に要する経費 千円

⑵ 下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費 千円

⑶ 高資本費対策に要する経費 千円

⑷ 分流式下水道等に要する経費 千円

⑸ 流域下水道建設に要する経費 千円

⑹ 広域化・共同化の推進に要する経費 千円

⑺ 緊急下水道整備特定事業等の経費 千円

⑻ 臨時財政特例債の償還に要する経費 千円

⑼ 地方公営企業法の適用に要する経費 千円

⑽ 雨水処理費（用地に係る元金償還金等） 千円

⑾ その他の支出に対する補助 千円

令和６年２月２７日提出

新発田市長 二 階 堂 馨
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（収　入）
（単位：千円）

金額

下水道事業収益

営業収益 △245

下水道使用

料 下水道使用料 公共下水道使用料

特定環境保全公共下水道使用料

農業集落排水施設使用料

小規模集合排水施設使用料

他会計負担 △485

金 他会計負担金

その他営業

収益 手数料 排水設備指定工事店登録手数料

営業外収益

他会計補助

金 他会計補助金 児童手当に要する経費

事務に要する経費

高資本費対策に要する経費

分流式下水道等に要する経費

流域下水道建設に要する経費

広域化・共同化の推進に要する経費

緊急下水道整備特定事業等の経費

臨時財政特例債の償還に要する経費

地方公営企業法の適用に要する経費

その他収益的支出に対する補助

国庫補助金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金

　公共下水道事業

長期前受金

戻入 長期前受金戻入 減価償却見合分等長期前受金の収益化

消費税還付 △13,386

金 消費税還付金

雑収益

その他雑収益 電柱敷地等使用料、雨水業務に係る負担金 他

特別利益

その他特別

利益 その他特別利益 下水道事業維持管理負担金精算還付金 他

収益的収入及び支出

令和6年度新発田市下水道事業会計予算実施計画

一般会計雨水処理負担金

節
備　考

区分

下水道に排除される下水の規制に関する

款　項　目 本年度 前年度 比較
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（支　出）
（単位：千円）

金額

下水道事業費用

営業費用

管渠（きょ）費

給料 職員4人（うち再任用職員1人）

手当 扶養手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

児童手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入

法定福利費引当金繰入

法定福利費 市町村共済組合負担金

備消品費

通信運搬費 中継ポンプ等通信料

工事請負費 施設維持工事費

委託料 中継ポンプ維持管理業務委託 他

手数料 管渠(きょ)・中継ポンプ清掃・点検手数料

賃借料 土地借上料

修繕費 公共ます・中継ポンプ等修繕

路面復旧費 舗装復旧工事費

動力費 中継ポンプ等電力料金

材料費

保険料 市有物件災害共済会保険料 他

ポンプ場費 △663

備消品費

燃料費

光熱水費 ポンプ場水道料金

委託料 ポンプ場維持管理業務委託 他

修繕費 ポンプ場修繕

動力費 ポンプ場電力料金

薬品費 ポンプ場薬品費

保険料 市有物件災害共済会保険料

処理場費 △258

備消品費 水質検査試薬及び器具等消耗品 他

燃料費

光熱水費 処理場水道料金

通信運搬費 処理場通信通話料

工事請負費 施設維持工事費

委託料 処理場運転・維持管理業務委託 他

手数料 中井処理場最終汚泥引き抜き等手数料 他

賃借料 有料道路使用料

修繕費 処理場修繕、車両修繕

動力費 処理場電力料金

薬品費 処理場薬品費

保険料 市有物件災害共済会保険料 他

公租公課費 自動車重量税

款　項　目
節

備　考
区分

本年度 前年度 比較
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（支　出）
（単位：千円）

金額
款　項　目

節
備　考

区分
本年度 前年度 比較

普及指導費

手当 会計年度任用職員期末手当・勤勉手当

報酬 会計年度任用職員（嘱託職員）4人

旅費 会計年度任用職員通勤費用弁償

備消品費

燃料費

印刷製本費 検査済証ラベル印刷 他

通信運搬費

委託料

手数料 事業場排水水質規制費

賃借料 車両借上料

保険料 自動車損害任意保険料

業務費

給料 職員4人

手当 扶養手当

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

住居手当

児童手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入

法定福利費引当金繰入

法定福利費 市町村共済組合負担金

備消品費

燃料費 車両用燃料費

印刷製本費 はがき・封筒・納付書等

通信運搬費 納付書及び各種通知等郵送

委託料 使用料徴収委託(水道局・阿賀野市）他

手数料 データ伝送サービス手数料 他

賃借料 サーバー借上料 他

修繕費 車両修繕 他

保険料 自動車損害任意保険料

総係費

給料 職員5人

手当 扶養手当

期末手当

勤勉手当

管理職手当

時間外勤務手当

通勤手当

住居手当

児童手当

賞与引当金繰入額 賞与引当金繰入

法定福利費引当金繰入

排水設備台帳管理システム保守委託料
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（支　出）
（単位：千円）

金額
款　項　目

節
備　考

区分
本年度 前年度 比較

報酬 下水道事業審議会委員報酬

法定福利費 市町村共済組合負担金

市町村共済組合負担金(会計年度任用職員)

公務災害補償基金負担金

会計年度任用職員社会保障負担金

再任用職員社会保障負担金

退職給付費 退職給付引当金繰入

旅費

被服費 貸与作業着等

備消品費

燃料費 車両用燃料費

印刷製本費 決算書印刷

委託料 企業会計システム保守業務委託料 他

汚水処理施設整備構想見直業務委託料

手数料

賃借料 パソコンシステム借上料 他

修繕費 車両修繕 他

食糧費 下水道事業審議会飲料代

負担金 水道庁舎使用負担金 他

研修費

会費負担金 日本下水道協会他各種団体会費

保険料 自賠責保険料、自動車損害任意保険料

公租公課費 自動車重量税

貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入

下水道維持

管理負担金 下水道維持管理 流域下水道維持管理負担金

負担金 阿賀野市流域関連下水道維持管理負担金

胎内市特環維持管理負担金

減価償却費

有形固定資産減価

償却費

無形固定資産減価 施設利用権等減価償却費 他

償却費

営業外費用

支払利息及

企業債利息

一時借入金利息

雑支出

その他雑支出

特別損失

過年度損益

修正損 過年度損益修正損 過年度下水道使用料の漏水減免等

予備費

予備費

予備費

び企業債取
扱諸費
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（収　入）
（単位：千円）

金額

１資本的収入

企業債

企業債

建設改良費等の 公共下水道事業債

特定環境保全公共下水道事業債

流域下水道事業債

農業集落排水事業債

資本費平準化債

他会計補助金 △34,101

他会計補助 △34,101

金 他会計補助金 流域下水道建設に要する経費

広域化・共同化の推進に要する経費

緊急下水道整備特定事業等の経費

臨時財政特例債の償還に要する経費

地方公営企業法の適用に要する経費

雨水処理費（用地に係る元金等）

児童手当に要する経費

その他資本的支出に対する補助

国庫補助金

国庫補助金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金等

　公共下水道事業

　特定環境保全公共下水道事業

　農業集落排水事業

県補助金

県補助金

県補助金 農村整備事業

農業集落排水整備事業起債償還

分担金及び △2,690

負担金

分担金 △982

受益者分担金 負担区域外からの接続に係る分担金

受益者加入分担

金

負担金 △1,708

受益者負担金 公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

工事負担金 県関連工事に伴う管渠(きょ)移設等負担金

返済金 △1,000

貸付金返済 △1,000

金 貸付金返済金 排水設備設置資金貸付預託金返済金

前年度 比較

分担金区域の新規接続に係る分担金

款　項　目

財源に充てるため
の企業債

資本的収入及び支出

節
備　考

区分
本年度
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（支　出）

（単位：千円）

金額

資本的支出

建設改良費

事務費 △3,132

給料 職員11人

手当 扶養手当

期末手当

勤勉手当

管理職手当

時間外勤務手当

通勤手当

児童手当

報酬 会計年度任用職員（パート職員）1人

法定福利費 市町村共済組合負担金

旅費

被服費 貸与作業着等

備消品費

燃料費 車両用燃料費

印刷製本費 一般封筒

委託料 複写機保守点検委託料 他

手数料 公用車タイヤ組替

賃借料 カラープリンタ借上料

修繕費 車両修繕 他

負担金 土木積算システム年間維持管理負担金 他

保険料 自賠責保険料、自動車損害任意保険料

公租公課費 自動車重量税

管渠（きょ）

建設改良費 工事請負費 汚水管渠(きょ)等整備工事、島潟地区

公共下水道接続工事、路面復旧工事 他

委託料 調査･設計･監理委託

補償費 物件移転補償

処理場建設

改良費 工事請負費 菅谷・三光地区機能更新工事

委託料 調査･設計･監理委託

下水道建設 △15,336

費負担金 下水道建設費負担 流域下水道建設事業負担金

金 中条浄化センター建設事業負担金

有形固定資

産購入費 その他有形固定資 計測メーター購入

産購入費

企業債償還金

企業債償還

金

その他の企業債償 公営企業会計適用債

還金

貸付金 △1,000

貸付金 △1,000

貸付金 排水設備設置資金貸付預託金

予備費

予備費

予備費

前年度 比較

会計年度任用職員通勤費用弁償

款　項　目
節

備　考
区分

本年度

建設改良費等の財
源に充てるための
企業債償還金
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(単位：千円)

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
減損損失
貸倒引当金の増減額（△は減少） △210
退職給付引当金等の増減額（△は減少）
長期前払消費税の増減額（△は増加）
長期前受金戻入額 △1,726,800
受取利息及び配当金
支払利息
固定資産除却費
固定資産売却損益（△は益）
有価証券売却収益
リース取引差額調整額（△は益）
未収金の増減額（△は増加） △59,329
未払金の増減額（△は減少） △2,635
前払金の増減額（△は増加）
前受金の増減額（△は減少） △78,600
その他流動資産の増減額（△は増加）
その他流動負債の増減額（△は減少）
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △541,902
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △3,427,814
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出 △121,932
無形固定資産の売却による収入
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
国庫補助金等による収入
国庫補助金等返還金
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
分担金及び負担金等による収入
長期貸付金による支出
長期貸付金の回収による収入
長期貸付金の貸倒回収不能額
短期貸付金による支出 △3,000
短期貸付金の回収による収入
短期貸付金の貸倒回収不能額
基金の取崩による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,108,653

財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入れによる収入
一時借入金の返済による支出 △3,599,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △2,111,773
その他の企業債による収入
その他の企業債の償還による支出 △16,958
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出
その他の他会計借入金による収入
その他の他会計借入金の返済による支出
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金に係る換算差額
資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

令和6年度新発田市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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１　総括

※（　）内は、短時間勤務職員数（外書き）

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

(1) 総括のうち会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

報　　酬 給　　料 手　　当 計

(千円)(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

比　較
( 　)

△641  

前年度

△217  

手
当
の
内
訳

扶養手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務手当 通勤手当 住居手当

(千円)(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△282  

退職給付費

(千円)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

報　　酬 給　　料 手　　当 計

(人)

前年度

本年度

(千円)

比　較
( 　)

△641  △159  

扶養手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務手当 通勤手当 住居手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

退職給付費

△282  △220  

(千円)

手
当
の
内
訳
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(2) 総括のうち会計年度任用職員

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員数（外書き）

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細

 給与改定に伴う 給与改定に伴う 給与改定の状況

 増減分 増減 給料の改定率 ％

千円 給与改定実施時期

令和5年4月1日

 昇給に伴う 平均昇給率 ％

 増加分

 その他の増減分 会計間異動等に 職員の異動状況

よる増減

千円 本年度 人

その他による増減 前年度 人

千円 増　減 人

採用退職等の状況

採用 人

退職 人

その他 人

 制度改定に伴う 制度改定に伴う 期末手当

 増減分 増減 勤勉手当

千円

 その他の増減分 会計間異動等に 扶養手当

よる増減 期末手当

千円 勤勉手当

その他による増減 通勤手当

千円 退職給付費

区　分
職員数

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

報　　酬 給　　料 手　　当 計

(千円)(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

比　較
( 　)

前年度

扶養手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務手当 通勤手当 住居手当

△58  

(千円)(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

退職給付費

(千円)

区分 増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説　明 備　考

手
当
の
内
訳

△2,307

給料 △641

手当 千円

(現に在職する常勤職員数)

△4,543

千円

△282 千円

千円

千円

△134 千円

千円
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３　給料及び手当の状況

(1)職員1人当たり給与

(2)初任給

(3)級別職員数

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

（級別の基準となる職務）

区　　　分 職種（事務・技術職）

令和6年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円)

平 均 給 与 月 額

(円)

平 均 年 齢 (歳) 47歳11月

区　　分 事務・技術職(円)
一般会計の制度

(円)

平 均 年 齢 (歳) 47歳10月

令和5年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円)

平 均 給 与 月 額

大　　学　　卒

区　　分
事務・技術職

一般行政職(円) 技能労務職(円)

高　　校　　卒

７　　級

６　　級

級 職員数(人) 構成比(％)

８　　級

５　　級

令和6年1月1日現在
４　　級

３　　級

２　　級

７　　級

１　　級

計

６　　級

５　　級

８　　級

令和5年1月1日現在
４　　級

３　　級

１　　級

計

２　　級

主事 主事

技師 技師

３級 ２級 １級

事務・技術職
特に困難な業
務を行う
7級の職務

困難な業務を
行う6級の職
務

課長 課長補佐 係長 主任

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級
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(4)昇給

職　員　数 (Ａ) (人)

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

号給数別内訳 １号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

比率（Ｂ）／（Ａ） (％)

職　員　数 (Ａ) (人)

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

号給数別内訳 １号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

比率（Ｂ）／（Ａ） (％)

(5)期末手当・勤勉手当

※（　）内は、再任用職員の支給期別支給率

(6)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(7)その他の手当

住　居　手　当 同　　じ

通　勤　手　当 同　　じ

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同　　じ

一般会計の
制　　　度

（支給率等）

 定年前早期
 退職特例措
 置（2%～45%
 加算）

支給率等

 定年前早期
 退職特例措
 置（2%～45%
 加算）

一般会計の制度 有

前　年　度 有

区　分

20年 25年 35年
最高限度 その他の

加算措置等
備　考勤続の者 勤続の者 勤続の者

(月分) (月分) (月分) (月分)

(月分) (月分)

本　年　度

区　分

支給期別支給率
支給率計 職制上の段階、

職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備　考6月 12月

(月分)

有

前年度

本年度

区　　分 合　計 事務・技術職
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(単位：千円)

　　　　資　　産　　の　　部
1 固　定　資　産

      有形固定資産⑴ 有形固定資産

イ 土　　　　　地

ロ 建　　　　　物

　 減価償却累計額 △318,980

ハ 構  　築  　物

　 減価償却累計額 △9,935,526

ニ 機 械 及び装置    

　 減価償却累計額 △1,796,352

ホ 車 両 運 搬 具

　 減価償却累計額 △2,358

ヘ 工具器具及び備品

　 減価償却累計額 △1,119

ト 建 設 仮 勘 定

　有形固定資産合計

       無形固定資産⑵ 無形固定資産

イ 地　  上　  権

ロ 施 設 利 用 権 　

ハ ソ フ トウェア

 　　　　無形固定資産合計　無形固定資産合計

       投　　　　資⑶ 投資その他の資産

イ 出　　捐　　金

ロ 基  　　  　金

　投資その他の資産合計

　固 定 資 産 合 計

2 流　動　資　産

⑴ 現　金　預　金

⑵ 未　　収　　金

　 貸 倒 引 当 金 △4,935

⑶ 前　　払　　金

⑷ その他流動資産

　 　　　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計
　資 　産 　合 　計

令和6年度新発田市下水道事業予定貸借対照表(当年度分)
（令和7年3月31日）

- 190 -



　　　　負　　債　　の　　部
3 固　定　負　債 固　定　負　債

⑴ 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に
　 充てるための企業債

ロ その他の企業債

　企 業 債 合 計

⑵ 引　　当　　金

イ 退職給付引当金

ロ 修 繕 引 当 金

ハ その他引当金

 引 当 金 合 計

　　　   固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計

4 流　動　負　債

⑴　一 時 借 入 金

⑵ 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に

 　　　　充てるための企業債　 充てるための企業債

 　　ロ　その他の企業債ロ その他の企業債

　　　　　企 業 債 合 計　企 業 債 合 計

⑶ 未　　払　　金

⑷ 前　　受　　金

⑸ 引　　当　　金

 　　イ　退職給付引当金イ 退職給付引当金

ロ 賞 与 引 当 金

　 　ハ　修 繕 引 当 金ハ 修 繕 引 当 金

ニ その他引当金

　　　　　引 当 金 合 計　引 当 金 合 計

⑹その他流動負債

　流 動 負 債 合 計

5 繰　延　収　益

　長 期 前 受 金

　長期前受金収益化累計額 △9,773,365

　繰 延 収 益 合 計

　　　 　負　 債 　合　 計　負 　債 　合 　計

　　　　資　　本　　の　　部
6 資　　本　　金
7 剰　　余　　金

⑴ 資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 県　補　助　金
ハ 工 事 負 担 金
ニ 工 事 補 償 金
ホ 受贈財産評価額
ヘ 他 会 計補助金
　資本剰余金合計

⑵ 利 益 剰 余 金
　 イ 減 債 積 立 金

ロ 建設改良積立金
ハ 当年度未処分利益剰余金
　利益剰余金合計
　剰 余 金 合 計
　資　本　合　計
　負 債 資本合計
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(単位：千円)

1 営 業 収 益

⑴ 下水道使用料

⑵ 他会計負担金

⑶ その他営業収益

2 営 業 費 用

⑴ 管渠(きょ)費

⑵ ポンプ場費

⑶ 処 理 場 費

⑷ 普及指導費

⑸ 業　務　費

⑹ 総　係　費

⑺ 下水道維持管理負担金

⑻ 減価償却費

⑼ 資産減耗費

営 業 損 失

3 営 業 外 収 益

⑴ 受取利息及び配当金

⑵ 他会計補助金

⑶ 国県補助金

⑷ 長期前受金戻入

⑸ 雑　収　益

4 営 業 外 費 用

⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費

⑵ 雑　支　出

経 常 利 益

5 特 別 利 益 

⑴ その他特別利益

6 特 別 損 失

⑴ 過年度損益修正損

⑵ その他特別損失

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

令和5年度新発田市下水道事業予定損益計算書(前年度分)
（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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(単位：千円)

　　　　資　　産　　の　　部
1 固　定　資　産

      有形固定資産⑴ 有形固定資産

イ 土　　　　　地

ロ 建　　　　　物

　 減価償却累計額 △263,490

ハ 構  　築  　物

　 減価償却累計額 △8,162,086

ニ 機 械 及び装置    

　 減価償却累計額 △1,545,008

ホ 車 両 運 搬 具

　 減価償却累計額 △1,800

ヘ 工具器具及び備品

　 減価償却累計額 △1,106

ト 建 設 仮 勘 定

　有形固定資産合計

       無形固定資産⑵ 無形固定資産

イ 地　  上　  権

ロ 施 設 利 用 権 　

ハ ソ フ トウェア

 　　　　無形固定資産合計　無形固定資産合計

       投　　　　資⑶ 投資その他の資産

イ 出　　捐　　金

ロ 基  　　  　金

　投資その他の資産合計

　固 定 資 産 合 計

2 流　動　資　産

⑴ 現　金　預　金

⑵ 未　　収　　金

　 貸 倒 引 当 金 △5,145

⑶ 前　　払　　金

⑷ その他流動資産

　 　　　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計
　資 　産 　合 　計

令和5年度新発田市下水道事業予定貸借対照表(前年度分)
（令和6年3月31日）
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　　　　負　　債　　の　　部
3 固　定　負　債 固　定　負　債

⑴ 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に
　 充てるための企業債

ロ その他の企業債

　企 業 債 合 計

⑵ 引　　当　　金

イ 退職給付引当金

ロ 修 繕 引 当 金

ハ その他引当金

 引 当 金 合 計

　　　   固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計

4 流　動　負　債

⑴　一 時 借 入 金

⑵ 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に

 　　　　充てるための企業債　 充てるための企業債

 　　ロ　その他の企業債ロ その他の企業債

　　　　　企 業 債 合 計　企 業 債 合 計

⑶ 未　　払　　金

⑷ 前　　受　　金

⑸ 引　　当　　金

 　　イ　退職給付引当金イ 退職給付引当金

ロ 賞 与 引 当 金

　 　ハ　修 繕 引 当 金ハ 修 繕 引 当 金

ニ その他引当金

　　　　　引 当 金 合 計　引 当 金 合 計

⑹その他流動負債

　流 動 負 債 合 計

5 繰　延　収　益

　長 期 前 受 金

　長期前受金収益化累計額 △8,046,587

　繰 延 収 益 合 計

　　　 　負　 債 　合　 計　負 　債 　合 　計

　　　　資　　本　　の　　部
6 資　　本　　金
7 剰　　余　　金

⑴ 資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 県　補　助　金
ハ 工 事 負 担 金
ニ 工 事 補 償 金
ホ 受贈財産評価額
ヘ 他 会 計補助金
　資本剰余金合計

⑵ 利 益 剰 余 金
　 イ 減 債 積 立 金

ロ 建設改良積立金
ハ 当年度未処分利益剰余金
　利益剰余金合計
　剰 余 金 合 計
　資　本　合　計
　負 債 資本合計
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注 記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

機械及び装置 ～ 年

車両運搬具 ～ 年

工具器具及び備品 年

② 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

施設利用権 ～ 年

ソフトウェア 年

⑵ 引当金の計上方法

① 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、「職

員の退職手当に係る取扱いに関する確認書」に基づき、一般会計等との間で、各会計における在職期間（下水道事業会

計は地方公営企業法の一部（財務規定等）適用後の令和元年度以降の在職期間）に応じて負担することとしており、一

般会計等が負担すると見込まれる 千円を除き、下水道事業会計が負担すると見込まれる 千円を含んだ額

を計上している。また、 歳に達する職員の退職手当見込額を流動負債に計上している。

② 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

③ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

⑶ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表等に関する注記

⑴ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債 当該年度末日の翌日から起算して 年以内に償還予定のものも含む。のうち、一般会

計が負担すると見込まれる額は 千円である。

⑵ 引当金の取崩し

① 退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当として 千円を支給、退職手当負担金として 千円を支出することとなったため、

退職給付引当金を 千円取り崩した。

② 賞与引当金の取崩し

令和 年 月において、期末手当及び勤勉手当として 千円を支給、それらに係る法定福利費として 千円を
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支出することとなったため、賞与引当金を 千円取り崩した。

③ 貸倒引当金の取崩し

当年度末において、未収下水道使用料等の不納欠損による損失 千円が生じたため、貸倒引当金を同額取り崩した。

３ セグメント情報の概要

⑴ 報告セグメントの概要

新発田市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び小規模集合排水処理事

業の 事業を運営しているが、事業の運営方針等における一体性から、「公共下水道事業」、「農業集落排水事業」の つを報

告セグメントとしている。各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容

公共下水道事業
下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保全公共下水道において、汚水及

び雨水の処理を行う事業

農業集落排水事業
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施設及び小規模集合排水処理施設

において汚水の処理を行う事業

⑵ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日） 単位：千円

公共下水道事業 農業集落排水事業 合 計

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

△ △

△

△

△

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

国庫補助金

減価償却費

受取利息

支払利息

特別利益

特別損失

うち減損損失

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額

４ リース契約により使用する固定資産に関する注記

⑴ リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

⑵ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 千円

１年超 千円

計 千円
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